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東京都港区元赤坂一丁目６番６号 

平成27年６月25日 
 



連 結 貸 借 対 照 表
(平成27年３月31日現在)

(単位：百万円)

資 産 の 部 負 債 の 部

Ⅰ 流 動 資 産 210,445 Ⅰ 流 動 負 債 130,464

１ 現 金 及 び 預 金 46,113 １ 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 23,946

２ 警 備 輸 送 業 務 用 現 金 96,760 ２ 短 期 借 入 金 59,538

３ 受 取 手 形 及 び 売 掛 金 44,020 ３ １年内返済予定の長期借入金 3,459

４ リース債権及びリース投資資産 3,108 ４ １ 年 内 償 還 予 定 の 社 債 64

５ 有 価 証 券 861 ５ 未 払 金 15,680

６ 原 材 料 及 び 貯 蔵 品 4,759 ６ リ ー ス 債 務 2,775

７ 未 成 工 事 支 出 金 393 ７ 未 払 法 人 税 等 4,232

８ 立 替 金 6,301 ８ 未 払 消 費 税 等 8,544

９ 繰 延 税 金 資 産 1,868 ９ 賞 与 引 当 金 1,460

10 そ の 他 6,502 10 役 員 賞 与 引 当 金 186

11 貸 倒 引 当 金 △243 11 繰 延 税 金 負 債 0

Ⅱ 固 定 資 産 163,418 12 そ の 他 10,576

１ 有 形 固 定 資 産 71,704 Ⅱ 固 定 負 債 39,035

(1) 建 物 及 び 構 築 物 18,840 １ 社 債 115

(2) 機械装置及 び 運 搬 具 18,498 ２ 長 期 借 入 金 1,915

(3) 土 地 23,219 ３ リ ー ス 債 務 5,832

(4) リ ー ス 資 産 4,937 ４ 繰 延 税 金 負 債 615

(5) 建 設 仮 勘 定 2,712 ５ 再評価に係る繰延税金負債 332

(6) そ の 他 3,495 ６ 退 職 給 付 に 係 る 負 債 25,484

２ 無 形 固 定 資 産 16,853 ７ 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 1,725

(1) ソ フ ト ウ エ ア 4,192 ８ 資 産 除 去 債 務 68

(2) の れ ん 11,172 ９ そ の 他 2,946

(3) そ の 他 1,489

３ 投 資 そ の 他 の 資 産 74,859 負 債 合 計 169,500

(1) 投 資 有 価 証 券 38,629 純 資 産 の 部

(2) 長 期 貸 付 金 395 Ⅰ 株 主 資 本 179,557

(3) 敷 金 及 び 保 証 金 8,039 １ 資 本 金 18,675

(4) 保 険 積 立 金 2,053 ２ 資 本 剰 余 金 32,117

(5) 退職給付に 係 る 資 産 9,514 ３ 利 益 剰 余 金 130,753

(6) 繰 延 税 金 資 産 5,587 ４ 自 己 株 式 △1,989

(7) そ の 他 11,192 Ⅱ その他の包括利益累計額 1,389

(8) 貸 倒 引 当 金 △552 １ その他有価証券評価差額金 8,235

２ 土 地 再 評 価 差 額 金 △5,293

３ 為 替 換 算 調 整 勘 定 173

４ 退職給付に係る調整累計額 △1,725

Ⅲ 少 数 株 主 持 分 23,415

純 資 産 合 計 204,363

資 産 合 計 373,863 負 債 及 び 純 資 産 合 計 373,863



連 結 損 益 計 算 書

（平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで）

(単位：百万円)

売 上 高 365,749

売 上 原 価 276,116

売 上 総 利 益 89,632

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 66,660

営 業 利 益 22,971

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 797

持分法による投資利益 641

そ の 他 の 営 業 外 収 益 1,777 3,217

営 業 外 費 用

支 払 利 息 689

そ の 他 の 営 業 外 費 用 798 1,488

経 常 利 益 24,700

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 2

受 取 補 償 金 13 16

特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損 49

減 損 損 失 0

抱 合 せ 株 式 消 滅 差 損 13 63

税金等調整前当期純利益 24,653

法人税、住民税及び事業税 8,653

法 人 税 等 調 整 額 1,127 9,780

少数株主損益調整前当期純利益 14,872

少 数 株 主 利 益 1,337

当 期 純 利 益 13,534



連結株主資本等変動計算書

（平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで）

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当期首残高 18,675 32,117 114,961 △1,988 163,766

会計方針の変更による
累積的影響額

5,776 5,776

会計方針の変更を反映し
た当期首残高

18,675 32,117 120,738 △1,988 169,542

当期変動額

剰余金の配当 △3,518 △3,518

当期純利益 13,534 13,534

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 - - 10,015 △0 10,015

当期末残高 18,675 32,117 130,753 △1,989 179,557

その他の包括利益累計額

少数株主
持分

純資産
合計

その他
有価証券
評価差額金

土 地
再評価
差額金

為替換算
調整勘定

退職給付
に係る調
整累計額

その他の
包括利益
累計額合計

当期首残高 5,969 △5,343 46 △6,148 △5,475 21,914 180,205

会計方針の変更による
累積的影響額

190 5,966

会計方針の変更を反映し
た当期首残高

5,969 △5,343 46 △6,148 △5,475 22,104 186,171

当期変動額

剰余金の配当 △3,518

当期純利益 13,534

自己株式の取得 △0

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額)

2,266 49 126 4,423 6,865 1,311 8,176

当期変動額合計 2,266 49 126 4,423 6,865 1,311 18,192

当期末残高 8,235 △5,293 173 △1,725 1,389 23,415 204,363



連 結 注 記 表

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）

１ 連結の範囲に関する事項

　(1) 連結子会社の数 64社

　主要な連結子会社の名称

　 日本ファシリオ㈱

　 綜警常駐警備㈱

　 福島綜合警備保障㈱

　 ALSOK双栄㈱

　 綜警ビルサービス㈱

　当連結会計年度において、ALSOK双栄㈱、日本ビル・メンテナンス㈱、㈱HCM、㈱アニスト、㈱メ

ディカルケアコンフォート、ALSOKあんしんケアサポート㈱の全株式を取得し、連結の範囲に含め

ております。

　平成26年４月１日付で、連結子会社の大阪綜合警備㈱は、同じく連結子会社である大阪綜合管財

㈱を吸収合併するとともに、大阪綜合警備㈱の神戸支社を会社分割（新設分割）し、兵庫県内の事

業を承継するALSOK兵庫㈱を当社の連結子会社として設立しております。

　また、平成26年４月１日付で、連結子会社の綜警情報システム㈱を吸収合併いたしました。

　(2) 主要な非連結子会社の名称

　 愛媛綜警サービス㈱

（連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社は、いずれも小規模であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う額）等は連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

２ 持分法の適用に関する事項

　(1) 持分法適用の関連会社数 ９社

　主要な会社の名称

　 ホーチキ㈱

　 新潟綜合警備保障㈱

　 北陸綜合警備保障㈱

　(2) 持分法を適用していない主要な非連結子会社及び関連会社の名称

　 愛媛綜警サービス㈱

（持分法を適用しない理由）

いずれも当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法

の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないた

め、持分法の適用範囲から除外しております。

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうちALSOK (Vietnam) Co., Ltd.、愛龍所克商貿（上海）有限公司、ALSOK MALAYSIA

SDN. BHD.およびPT. ALSOK INDONESIAの決算日は、12月31日であります。連結計算書類の作成に当た

っては、同決算日現在の計算書類を使用しております。ただし、１月１日から連結決算日３月31日ま

での期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。



４ 会計処理基準に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　 ア 有価証券の評価基準及び評価方法

　その他有価証券

時価のあるもの…………………決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は主として移動平均法により

算定）によっております。

また、区分処理できないデリバティブ組入債券については時

価法（売却原価は主として移動平均法により算定）によって

おります。

時価のないもの…………………主として移動平均法による原価法によっております。

　 イ デリバティブ等の評価基準及び評価方法

　時価法によっております。

　 ウ たな卸資産の評価基準及び評価方法

原材料及び貯蔵品

　主として先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法）によっております。

　未成工事支出金

　個別法による原価法によっております。

　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　 ア 有形固定資産（リース資産を除く）

　主として定額法を採用しております。主な耐用年数は、次のとおりであります。

建物及び構築物 15～50年

機械装置及び運搬具 ３～５年

　 イ 無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額

法を採用しております。

　 ウ リース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　(3) 重要な引当金の計上基準

貸倒引当金……………………売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金……………………従業員賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当期の

負担額を計上しております。

役員賞与引当金………………役員賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当期の負

担額を計上しております。

役員退職慰労引当金…………連結子会社の役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づ

く期末要支給額を計上しております。

　(4) 退職給付に係る会計処理の方法

ア 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方

法については、給付算定式基準によっております。



イ 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（主として５年）による定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（主として10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理しております。

　(5) 重要な収益及び費用の計上基準

ア ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準

リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。

　 イ 完成工事高及び完成工事原価の計上基準

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約については工事

進行基準を適用し、その他の工事契約については、工事完成基準を適用しております。なお、工

事進行基準を適用する工事の当連結会計年度末における進捗率の見積もりは、原価比例法によっ

ております。

　(6) その他連結計算書類の作成のための重要な事項

　 ア 重要なヘッジ会計の方法

(ア) ヘッジ会計の方法……………繰延ヘッジ処理を採用しております。また、金利スワップに

ついては特例処理の条件を充たしている場合には特例処理を

採用しております。

(イ) ヘッジ手段とヘッジ対象……ヘッジ手段 金利スワップ

ヘッジ対象 銀行借入金及び社債

(ウ) ヘッジ方針……………………金利変動リスクの低減並びに金融収支改善のため、内規に基

づき、金利変動リスクをへッジしております。

(エ) ヘッジの有効性評価の方法…特例処理によっている金利スワップにつきましてはヘッジの

高い有効性があるとみなされるため、有効性の評価は省略し

ております。
　 イ 消費税等の会計処理

消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税および地方消

費税は、当連結会計年度の費用として処理しております。

５ のれんの償却方法及び償却期間

　のれんの償却については、原則として個々の投資の実態に合わせ、20年以内の投資回収見込年数で

均等償却を行っております。

　また、平成22年３月31日以前に発生した負ののれんの償却については、５年間の均等償却を行って

おります。



（会計方針の変更に関する注記）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基

準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成27

年３月26日。以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適

用指針第67項本文に掲げられた定めについて当連結会計年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用

の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更、割

引率の決定方法を従業員の平均残存勤務期間に近似した年数を基礎とする方法から退職給付の支払見

込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しており

ます。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って

おり、当連結会計年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を

利益剰余金に加減しております。

　この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る負債が8,933百万円減少し、利益剰余金が5,776

百万円増加しております。また、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益

はそれぞれ246百万円増加しております。

　なお、当連結会計年度の１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額はそれぞれ、57.46円、

2.45円増加しております。

　

（追加情報）

　（法定実効税率の変更）

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する

法律」（平成27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開始する連

結会計年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び

繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の35.6％から平成27年４月１日に開始する連結会

計年度に解消が見込まれる一時差異については33.1％に、平成28年４月１日に開始する連結会計年度

以降に解消が見込まれる一時差異については、32.3％となります。

これに伴い、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は514百万円減少し、再

評価に係る繰延税金負債は33百万円減少し、法人税等調整額が856百万円増加しております。

　



（連結貸借対照表に関する注記）

１ 担保に供している資産及び担保に係る債務

　担保に供している資産は次のとおりであります。

現金及び預金 445百万円

売掛金 558百万円

建物及び構築物 1,576百万円

土地 2,722百万円

投資有価証券 88百万円

　計 5,391百万円

　担保に係る債務は次のとおりであります。

１年内返済予定の長期
借入金

307百万円

長期借入金 672百万円

　計 979百万円

２ 有形固定資産の減価償却累計額 145,986百万円

３ 土地の再評価

土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の

一部を改正する法律（平成11年３月31日公布法律第24号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、土

地再評価差額金を純資産の部に計上しております。

再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める

地価税法（平成３年法律第69号）第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価

額を算定するために、国税庁長官が定めて公表した方法により算出した価額に基づいて、奥行価格

補正等合理的な調整を行って算出しております。

再評価を行った年月日

平成14年３月31日

再評価を行った土地の期末における時価が再評価後の帳簿価額を下回る額

1,062百万円



（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

普通株式 102,040,042 － － 102,040,042

２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

普通株式 1,521,424 275 － 1,521,699

(注）普通株式の自己株式の増加275株は、単元未満株式の買取り等に伴う増加であります。

３ 剰余金の配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議
株式の
種類

配当金の総
額(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成26年６月25日
定時株主総会

普通株式 1,759 17.5 平成26年３月31日 平成26年６月26日

平成26年10月31日
取締役会

普通株式 1,759 17.5 平成26年９月30日 平成26年12月３日

　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

平成27年６月25日開催の定時株主総会の議案として、次のとおり提案しております。

決議
株式の
種類

配当金
の総額

(百万円)

配当の
原資

１株当た
り配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成27年６月25日
定時株主総会

普通株式 2,060 利益剰余金 20.5 平成27年３月31日 平成27年６月26日



（金融商品に関する注記）

１ 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については余剰資金の範囲内で、かつ長期の安定的な運用に限定して

おります。一方、資金調達については主に銀行借入による方針であります。なお、デリバティブ取

引は、将来の金利変動によるリスク回避を目的としております。また、一部の連結子会社において

資金運用の一環として、その他有価証券（為替リンク債等）について組込デリバティブ取引を利用

しております。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関

しては、当社グループの与信管理規程に従い、取引における不良債権の発生防止、優良取引先の選

別、取引基盤の強化等を図っております。また、売上債権管理規程に従い、取引先ごとに債権の期

日及び残高を管理しております。

　投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を

有する企業の株式であり、定期的に把握された時価が取締役会に報告されております。また、組込

デリバティブ取引は、将来の為替変動に伴う金利変動及び元本毀損リスクを有しておりますが、取

引の相手方は、信用度の高い金融機関であり、相手方契約の不履行から生ずる信用損失の発生は予

想しておりません。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。

借入金のうち、短期借入金は主に警備輸送業務に係る資金調達であり、長期借入金は主に設備投

資に係る資金調達であります。

　変動金利の借入金または社債は、金利の変動リスクに晒されておりますが、このうち長期のもの

の一部については、支払金利の変動リスクを回避し支払利息の固定化を図るために、個別契約ごと

にデリバティブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段として利用しております。ヘッジの有効性

の評価方法については、金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、その判定をもって有

効性の評価を省略しております。

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従

って行っており、また、デリバティブの利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、格付の

高い金融機関とのみ取引を行っております。

　また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、各社が連

結経営計画を作成するなどの方法により管理しております。

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

「２ 金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等について

は、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。



２ 金融商品の時価等に関する事項

平成27年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額に

ついては、次のとおりです。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には

含まれておりません（(注)２参照）。

（単位：百万円）

連結貸借対照表

計上額
時価 差額

（1）現金及び預金 46,113 46,113 －

（2）警備輸送業務用現金 96,760 96,760 －

（3）受取手形及び売掛金 44,020 44,017 △2

（4）有価証券 856 856 －

（5）投資有価証券

　 その他有価証券 25,144 25,144 －

資産計 212,895 212,893 △2

（1）支払手形及び買掛金 23,946 23,946 －

（2）短期借入金 59,538 59,538 －

（3）未払金 15,680 15,680 －

（4）長期借入金(*) 5,374 5,366 △7

負債計 104,538 104,531 △7

(*)長期借入金には１年内返済予定の長期借入金を含めております。

(注)１ 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資 産

(1) 現金及び預金、(2) 警備輸送業務用現金

　 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。

(3) 受取手形及び売掛金

　 時価については、一定の期間ごとに区分した債権ごとに債権額を満期までの期間及び信用リスク

を加味した利率により割り引いた現在価値によっております。



(4) 有価証券、(5) 投資有価証券

　 時価については、株式は取引所の価格によっております。なお、有価証券はその他有価証券とし

て保有しております。その他有価証券の当連結会計年度中の売却額は820百万円であり、売却益の

合計額は161百万円、売却損の合計額は0百万円であります。また、その他有価証券において、種類

ごとの取得原価又は償却原価、連結貸借対照表計上額及びこれらの差額については以下のとおりで

す。

（単位：百万円）

種類
取得原価又は

償却原価

連結貸借対照表

計上額
差額

連 結 貸 借

対 照 表 計

上 額 が 取

得 原 価 又

は 償 却 原

価 を 超 え

るもの

（1）株式 6,203 18,615 12,411

（2）債券

国債・地方債 399 411 11

社債 4,135 4,247 111

（3）その他 795 958 162

小計 11,534 24,233 12,698

連 結 貸 借

対 照 表 計

上 額 が 取

得 原 価 又

は 償 却 原

価 を 超 え

ないもの

（1）株式 627 524 △103

（2）債券

国債・地方債 － － －

社債 605 601 △4

（3）その他 668 642 △25

小計 1,901 1,767 △133

合計 13,436 26,001 12,564

（注）当連結会計年度において、その他有価証券で時価のあるものについて19百万円（株式19百万円）

減損処理を行っております。

負 債

(1) 支払手形及び買掛金、(2) 短期借入金、(3) 未払金

　 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。

(4) 長期借入金

　 変動金利建ての長期借入金については、短期間で市場金利を反映することから、帳簿価額によっ

ております。

　 固定金利建ての長期借入金については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定さ

れる利率で割り引いて計算する方法によっております。



デリバティブ取引

　 ヘッジが適用されていないもの

　 （単位：百万円）

種類 契約額等 時価 評価損益

市場取引以外の取引

（複合金融商品）
499 501 2

合計 499 501 2

(*)組込デリバティブについて、時価の測定を合理的に区分して測定できないため、当該複合金融商品

全体を時価評価し、評価差額を損益に計上しております。

(*)時価については、取引金融機関より提示されたものによっております。

(注)２ 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：百万円）

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 2,396

社債 54

その他 284

合計 2,736

(*)これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるものであるた

め、「資産(4)有価証券、(5)投資有価証券」には含めておりません。

（賃貸等不動産に関する注記）

１ 賃貸等不動産の状況に関する事項

当社及び一部の連結子会社では、東京都その他の地域において、賃貸用のオフィスビル（土地を含

む）を有しております。

２ 賃貸等不動産の時価に関する事項

総資産に占める賃貸等不動産の割合が低く、重要性が乏しいため記載を省略しております。

（１株当たり情報に関する注記）

１ １株当たり純資産額 1,800円 15銭

２ １株当たり当期純利益金額 134円 65銭

（重要な後発事象に関する注記）

　該当事項はありません。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

注：記載金額及び株式数は、表示単位未満を切り捨てております。


